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（１） 医療保険制度を取り巻く現状

 ・ 増大する医療費 （国民医療費 48.0兆円(令和５年度））

 ・ 少子高齢化の進展による現役世代の負担増

（２） 国保の構造的な課題

・ 年齢構成が高く、医療費水準が高い（全体の約半分は前期高齢者）

 ・ 小規模保険者の増加 （滋賀県国保被保険者数 ３０万人（H29)⇒2３万人（R７．９末）

国保を取り巻く現状

医療費の増加、少子高齢化の進展等により小規模保険者では単独での財政運営困難

国保制度改革

（１） 国の財政支援の拡充

 ・  毎年3,400億円 （低所得者対策、保険者努力支援制度 等）

（２） 県が財政運営の責任主体

 ・ 保険給付費に必要な費用を県が全額交付 ⇔ 市町は納付金を納付

「大きな財布」を設け県が財政運営を担うことで、国保制度を安定化

現状と国保制度改革
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保険料水準の統一をしない

・ 市町間格差の拡大 

・ 保険料急増リスク高
（小規模保険者ほど高い）

Ａ市
Ｂ市

Ｄ町Ｃ市

保険料水準の統一をする

滋賀県

・ 市町間格差なし

・ 保険料急増リスク低
 （医療費の支え合い等）

支え合い

支え合い支え合い

支え合い

滋賀県

「給付と負担の公平化」を実現

県内市町の支え合いを強化し、「保険料負担と給付の公平化」を実現すること

Ａ市

Ｂ市Ｄ町

Ｃ市

滋賀県が目指す国保

保険料水準の統一を行う目的



Otsu City〇保険料水準の統一は、原則令和９年度（ただし市町の個別事情を考慮する）
○市町の国保財政安定化のため、納付金精算制度や県からの繰入の拡充をはかる

第３期運営方針（令和６年度～令和11年度）

これまでの経緯

5

【平成27年度】
〇保険料の県内の統一は基本的な考え   ⇒H27.8.4 首長会議

【平成28年度】
〇将来的には保険料水準を統一することについて概ね合意

【平成29年度】
〇保険料水準の統一は、令和６年度以降出来るだけ早い時期を目指す。
〇平成30年度から医療費を各市町で支え合う。

国保改革（平成30年度）以前

〇保険料水準の統一は、令和６年度以降出来るだけ早い時期を目指す。
〇医療費は県全体で支え合う。（市町ごとの医療費水準は納付金算定に反映させない。）

〇保険料水準の統一は、令和６年度以降出来るだけ早い時期を目指す。
〇市町ごとの収納率の差は県全体で支え合う。（市町ごとの収納率を納付金算定に反映させる。）
〇県全体で支え合う経費（例：出産育児一時金）や分かち合う公費（例：保険基盤安定制度（保険者支援））を拡大する。

第１期運営方針（平成30年度～令和２年度）

第２期運営方針（令和３年度～令和５年度）

保険料水準の統一に向けて、改革当初から県・市町合意のもと、取組を推進
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保険料水準の統一の時期について

令和６年度 令和９年度 令和12年度

（県）
標準保険料

（Ａ市）
保険料

（B町）
保険料

（円）

（年度）

移行期間
（令和11年度まで設ける）

保
険
料
水
準
の

統
一
時
期

保険料水準の統一の時期について

原則として令和９年度に統一を行う。ただし、市町の財政状況等により令和11年
度まで移行期間を設けている（財政調整基金を活用してゆるやかに統一保険料へ
移行するため）。
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不足分

不足分
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統一後の保険料率決定について

県全体

共通経費

医療給付費
等

共通財源

国公費
等

剰余金

不足分

・所得額
・被保険者数
・加入世帯数
・市町収納率

標準
保険料率

各市町で標準保険料率と
同じ料率に決定

各市町の負担能力に基づき
料率を決定

・所得額
・被保険者数
・加入世帯数
・市町収納率

各市町の負担能力で按分

不足分
保険
料率

各市町で計算し料率を決定

不足分 保険
料率

不足分 保険
料率

県全体

共通経費

医療給付費
等

共通財源

国公費
等

剰余金

不足分

保険
料率

保険
料率

保険
料率

統一前

統一後
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